
Ⅰ．はじめに

昨年度は，近代日本の「町村是」の研究史整理ならび

に島根県の「農事調査報告書」（町村是）の概観と邑智郡

３ヵ村の農家・農村の経済構造について比較検討を行っ

た＊１．本年度の課題は，旧稿で検討できなかったこれら島

根県の県・郡・町村農会の「農事調査」（町村是）の調査

体制と調査の展開過程について歴史的に解明し，位置付

けることである．

Ⅱ．町村是調査に関する先行研究

町村是調査に関する研究は佐々木豊の一連の研究があ

る．ここではとりわけ佐々木「村是調査の構造と論理―

その調査様式を中心に」（『農村研究』３１，１９７０年）を通し

て町村是調査の全国的な展開と関連について整理してお

きたい．＊２

佐々木同上論文は，はじめに，１前田正名の「村是思

想」，２村是・郡是調査の具体化，３と４「村是調査」の形

成，５「村是調査」の実施，おわりに，の構成からなり，

骨子は以下のとおりである．村是調査を主導した前田正

名の提唱から田中慶介福岡県浮羽（前生葉・竹野）郡長

と永松茂州同郡書記による福岡県での実践．さらに前田

が深く係わった代表的かつ模範的な２つの村是とされる

石川県「安原村村是調査」と愛媛県「余土村村是調査」

を取り上げ，両者の特徴として詳細な小票調査方式を挙

げている（後掲，「町村是・農事調査報告書」調査年表

＜１８８２年～１９００年＞参照のこと）．その後は内務省主導の

地方改良運動として町村是運動が全国的に取り組まれて

いったが，日露戦争の過程で町村是の内容が変質し，画

一化・形式化していったとしている（福島県の「真野村

是」＜１９０２年＞と「上真野村是」＜１９０７年＞を例示して，

その断絶を指摘）．

Ⅲ 町村是（農事調査報告書）調査の展開

１）町村是調査方法の展開

町村是（農事調査報告書）調査の方法に関して「町村

是・農事調査報告書」調査年表から主要な動きを確認し

ておく．まず，最も標準的かつ模範的な村是として安原

村村是と余土村村是が１８９９年，１９００年に調査され，完成

をみている．一方，福岡県浮羽（八女）郡書記の永松茂

州が福岡県の町村是調査の経験から町村是の担当者向け
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の手引きとして『町村是調査実践録』を１９０１年１月に作

成．ちなみに同書には前田正名と田中慶介の序文が付さ

れている．さらに第７回全国農事大会決議（第５回内国

勧業博覧会に町村是を出品）によりその調査標準を示し

た全国農事会編『町村是調査標準』＊３が１９０１年９月に刊

行．愛媛県余土村長として余土村是に関わった森恒太郎

がその経験から理念的かつ実践的な指導書，『町村是調査

指針』を１９０９年１１月に刊行．とくに同指針第２章「調査

の準備」＊４では町村是調査の方法と手順（小票，調査委

員，統計の実査＜母調査，個人調査，問答調査，推定調

査＞）を具体的に解説している．

２）鳥取県「村是」と島根県「農事調査報告書」の展開

①鳥取県「村是」・島根県「農事調査報告書」の概観

鳥取・島根両県『村是（農事）調査（報告書）』調査年

次別郡別一覧表から鳥取県と島根県を概観しておく．鳥

取県は第５回内国勧業博覧会（１９０３年３月開催）の出品

目的で作成された「気高郡湖山村村是調査」を始め３４の

村是（２５件）が確認されている．この数は鳥取県の明治

の村（１９１２年７月当時）２２５ヵ町村中，１５％の町村是作

成（確認）率で，必ずしも多くはない．そのような状況

にあって日野郡は独自な動きを示している．すなわち２９

町村中，２６ヵ村の村是が確認され，かつ「日野郡是」

（１９１４年刊）と日野郡農会編「日野郡郡是並村是調査方法

ノ概要」が作成されている．

一方，島根県では県農会が１９０１年７月に「町村農事調

査事項」（『島根県農会報』第３９号）を示し，町村農会に

「農事調査」の取り組みを奨励していった．その嚆矢は第

５回内国勧業博覧会出品目的で１９０１年を調査年として作

成された『八束郡忌部村農事調査報告書』で，これを皮

切りに島根県下で取り組まれていった．この経緯につい

て島根県農会報は以下のとおり解説している．島根県農

会は，「町村是を確定し他日郡是ノ資料ニ供スルノ目的ヲ

以テ明治三十三年度初メテ該費目ヲ予算ニ編入シ同年度

末担任技術員ヲ招聘シ同年三十四年度ヨリ調査着手セシ

メ其結了セル．町村ニ対シテハ村是事項ノ遂行ヲ督励セ

シム」と．＊５そして「村是模範地并農事調査第一着手と

して八束郡農会に諮り忌部村を指定し七月中に調査結了

を告けん」＊６としている．その結果，島根県では１９０１年

～１９１５年の１５年間に島根県の明治の村２９０町村のうち，

少なくとも１０７町村の「農事調査報告書」が作成された．

ただし郡によって偏在が見られ，能義郡と大原郡の２郡

ではすべての町村で農事調査報告書が作成された．

以下では島根県能義郡と隣接の鳥取県日野郡の両郡の

町村において悉皆的に調査・作成された背景，調査の経

緯（調査の進め方，取り組み）について見ていきたい．

②鳥取県日野郡村是の作成背景

鳥取県日野郡各村是作成の背景はつぎのとおりである．

「県農会は・・・明治四十二年度より町村是の調査設定は

郡農会の事業として，之を行なはしめ，而して右の調査

を行ふ郡市農会に対しては奨励金を交付することゝせり，

当時の郡長井上廉治大に其必要を認め，明治四十三年開

設の通常郡会に諮りしに，満場一致を以て之が調査を郡

農会に於て行はしむることゝなり，郡農会の通常総会亦

満場一致を以て該事業を可決せしかば，同四十三年より

郡全村の村是調査に着手し・・・」＊７とある．すなわち，

鳥取県農会は郡農会事業として町村是調査を奨励し，そ

れを当時の井上日野郡長が郡会に諮り，同郡会で賛成を

得たうえで町村是調査を支援したのである．そして１９１１

「町村是・農事調査報告書」調査年表

１８９２年 田中慶介福岡県竹野郡長，竹野村「殖産調査」実施

１８９３年 「福岡県竹野郡竹野村是」「同柴刈村是」調査

１８９４年 石川理紀之助「適産調」着手

１８９９年 「石川県安原村村是」調査

１９００年 「愛媛県温泉郡余土村是」調査

１９０１年
刊行

『町村是調査実践録』永松茂州（福岡県八女・浮羽
両郡書記）１月
『町村農事調査項目』（『島根県農会報』第３９
号，１９０１．７），忌部村農会「農事調査」着手同７月
全国農事会『町村是調査標準』９月

１９０２年度

第５回内国博覧会（０３年開催），町村是（調査書）
２７０点（島根県忌部・赤江・三沢・来島・福光・矢
上・有福・朝倉の８ヵ村の農事調査報告書，鳥取
県山上村是＊）出品

１９０４年 島根県農会『町村農事調査要項』

１９０９年
能義郡長「農事調査」を町村農会に示達，調査年０８年
森恒太郎『町村是調査指針』丁未出版社

１９１０年か 鳥取県日野郡農会「鳥取県日野郡郡是並村是調査方法ノ概要」

１９１１年 島根県農会『町村農事調査要項』

１９１９年 島根県農会『町村農事調査要項』

１９１９年 『農村及農家模範経営事業報告 第１回～第９回報告』１８年調査

出典
一橋大学経済研究所附属日本経済統計情報センター編『「郡是・
町村是資料マイクロ版集成」目録・解題』（丸善，１９９９年）
神谷慶治監修『地方改良運動史資料集成 第１巻』（柏書房，１９８６
年）
高橋益代『「町村是」資料について －マイクロフィルム「郡是
市町村是調査資料」解題－』（柏書房，１９８８年）
＊「日野郡郡是並村是調査方法ノ概要」，ただし「山上村是」は後年のものし
か現存していない．
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年（明治４４年）前後に作成したとみられる「鳥取県日野

郡郡是並村是調査方法ノ概要 鳥取県日野郡農会」＊８は

村是の経緯と調査について細かく記述している．以下，

その骨子をみておく．

まず発端として「郡内各村ヲシテ村ノ経済ヲ明ニシ村

是ノ設定ヲ為サシメムトスルヤ久（２字不明）而シテ之ガ

誘導ニハ他ノ実例ヲ示シテ必要ヲ説キ，或ハ之ガ費用ニ

補助ノ方法ヲ設ケテ実行ヲ促カシ来リシカ漸ク明治三十

五年山上村ニ於テ之ガ調査ヲ為シ同年江尾村ヲモ亦調査

ヲナシ以テ村是ノ設定ヲ見ルニ至レリ．其資料調査ト将

来発展ノ方法トハ何レモ見ルヘキモノナシトセス．就中

山上村是ハ明治三十六年第五回内国勧業博覧会ニ出品シ

受賞ノ栄ヲ得タリ．然レトモ其実行ニ至リテハ予期ノ目

的ヲ達スルコト容易ナラサルモノアリシ．益々（２字不明）

斯ノ計画ナキ為メ発達上競争心ヲ惹起セシメサリシニ由

ル」と．さらに「時世ノ殷賑本郡重要物産中一大打撃ヲ

受ケ為メシ一般経済状態ヲシテ不良ナラシメムルトスル

ニ至レリ．其打撃ヲ受ケ衰頽ヲ来タセシモノハ何ソヤ，

製鉄事業及煙草作之レナリ．」とある．すなわち日野郡に

おいて村是調査の停滞と衰退するたたら業と煙草作の対

策の必要性がその理由に挙げられていた．そして「二，

調査方法並順序」として「明治四十三年二月村長並村農

会長合同協議会ヲ開キ調査ノ方法並順序ヲ協定シ」，各村

農会が村是調査に取り組んで行ったのである．＊９

③島根県能義郡「農事調査報告書」作成の背景

前述したとおり島根県「農事調査報告書」は郡によっ

て作成（正確には現存）状況が大きく異なっていた．詳

細は不明であるが，能義郡に関しては能義郡長が大きな

役割を果たしていたのがつぎの史料から窺われる．すな

わち，「本調査ハ・・・郡長青山久之助・・・・明治四十

二年三月之カ調査ヲ各町村農会ニ示達シ，同年五月其調

査心得ヲ示セリ．而シテ郡ニ数名ノ委員ヲ設ケ且町村役

場ニ訓令シテ之カ補助指導ヲナサシメタリ．爾来町村農

会ハ数名ノ顧問及数十名ノ委員ヲ設ケテ極力之カ調査ニ

従事シ，各般ノ事物悉ク其根本ニ考ヘ沿革ヨリ慣習ニ至

ルマテ細大漏ラサス各方面ヨリ事業相互ノ関係ヲ討究シ，

極メテ詳密ナル調査ヲ完成セリ．」＊１０とある．そして郡長

示達の前年と当年の１９０８年と１９０９年を調査年とした「農

事調査報告書」が郡下１６の全町村で作成されている．

以上，島根県能義郡「農事調査報告書」と鳥取県日野

郡「村是」成立の背景を概観した．両者の共通点は，県

農会→郡農会→町村農会の系統と郡長→郡会（役所）→

町村役場の地方行政の体制が合わさり，各町村農会が「農

事調査報告書」と「村是」の調査を実施していった点で

ある．

④島根県邑智郡『田所村農事調査書』（田所村農会，１９３０

年刊）

さきに『島根県邑智郡田所村農事調査報告書』が１９０８

年に島根県農会から刊行された．このときの調査体制は，

田所村農会が任命した５名の調査委員と整理に当たった

田中梅治村農会長そして錦織捨四郎郡農会技手の補助と

千石興太郎県農会技師の監督から構成されていた．同書

はしがきでは調査についてつぎの点を確認している．

「一，本調査に於ける諸計数は多く毎戸に就き実地調査

鳥取島根両県『村是（農事）調査（報告書）』調査年次別郡別一覧表

郡別
旧町村
数

現存旧
町村数

合計件
数

０１年 ０２年 ０３年 ０４年 ０５年 ０６年 ０７年 ０８年 ０９年
１０年
～１５年

２８年

鳥取県合計 ２２５ ３４ ２５ １ １ ２８ ４

鳥取県５郡 １９７ ８ ８ １ １ ２ ４

日野郡 ２９ ２６ １７ ２６

島根県合計 ２９０ １０７ １０８ １３ １１ ５ ２ ２ １６ ６ １９ １０ ２３ １

出雲５郡 １４０ ６４ ６７ ６ ６ ３ ０ ２ ７ ５ １６ １０ １２ ０

内 能義郡 １６ １６ １８ １ １ １４ ２

石見６郡 １３８ ３９ ４０ ６ ５ ２ ２ ０ ９ １ ３ ０ １１ １

隠岐４郡 １２ ４ １ １

一橋大学経済研究所附属日本経済統計情報センター編『「郡是・町村是資料マイクロ版集成」目録・解題』（丸善，１９９９年）．
『角川日本地名大辞典３１ 鳥取県』（角川書店，１９８２年），「島根県町村農事調査報告書所在一覧」（『島根近代史研究会会報』第６号，１９８５
年），両県とも１９１２年（M４５）７月時点．
現存旧町村数と合計件数が一致しないのは複数村の合本や２回調査実施村があるため．
旧稿＊１の脚注４）の説明文も上記の一覧表に合わせて以下のとおり訂正しておく．鳥取県の郡別現存状況（実施町村数／町村数，１９１２
年７月時点）は，岩美郡１／２７，気高郡１／３３，東伯１／５８，西伯５／４８，日野郡２６／２８，八頭郡０／３１，合計３４／２２５である．

伊藤：町村是調査の展開 ２７



し，更に委員の協議を経て決定したる者を計上し以て実

数を得るに務めたり．」と．

ところで田所村農会は，先の１９０８年調査から２０年経過

した１９２８年に２回目の農事調査を独自に行い，１９３０年４

月に『田所村農事調査書』を同村農会から発行した．そ

のときの経緯を同書はしがきで以下のように記している．

「一，本調査ハ昭和三年御大典記念事業トシテ本村八名

ノ調査委員ヲ選定シ，村農会長土佐兼二郎監督ノ任ニ当

リ幹事熱田三郎技術員上田一郎之ガ整理ヲナシ調査委員

田中梅治主任トナリテ編纂シタルモノニシテ，編纂ノ方

法ハ明治四十一年ニ本村農会ガ編纂シタルモノニ従ヒタ

リ．是レ其ノ当時ト今トヲ比較シ其ノ当時ト今トヲ比較

シ其間ニ於ケル時勢変遷ノ状況ヲ記録シ置カント欲スル

ニアリ．調査委員八名（氏名略）

一，本調査ハ昭和三年ノ現計ニ基キ毎戸ニ付調査ヲ遂ケ

タリト雖経済ノ部収入支出ニ於テハ物件ノ数量及価額等

昭和四年事実若クハ既往三ヶ年ノ平均ニ拠レルモノ多シ．」

と．

このときの調査は，田中梅治を編纂主任とした８名の

調査委員と村農会長・幹事・技術員の監督・整理の分担

体制が取られた．ちなみに田所村農会が独自にかつ唯一，２

回目を企画し，実施した『田所村農事調査書』は，「島根

県の中山間地における地域の地道な記録者，独自の地域

振興計画の調査者・組織者」＊１１としての田中梅治の思想

が実践されたものと言えよう．

⑤補論―島根県農会と大庭村『黒田畔部落調査書』

島根県農会は，これまでの農事調査報告書とは趣旨を

異にした『農村及農家模範経営事業第一回報告 黒田畔

部落調査書』を１９１９年７月に刊行した．そのはしがきに

は「島根県農会は大正七年度より県下八束郡大庭村及同

村黒田畦に於て農村及農家の模範的経営を実効せんこと

を企画したり．即ち大庭村に対しては産業，経済，教育，

衛生其の他諸般の農村的施設に関する将来の一般的計画

を樹立して之が実行を為さしめ，黒田畦部落に対しては

部落全体として及部落内各戸に対する産業，経済，教育，

衛生其の他諸般の施設に関し今後の文明的農家として時

代に適応したる安固快適なる農村的生活を営むが為に改

善設備せざるべからざる諸般の事項に付て将来の計画を

樹立し之が実行をなさしめ以て部落経営の範を示さんと

欲し先づ其の計画樹立の基礎として大正七年度に於て現

状調査を執行し黒田畦部落に対しては特に詳細なる部落

調査及各戸調査を行ひたり．

本編は黒田畦部落に於ける調査を蒐集したるものにし

て戸口，土地，資産及負債は大正七年一月に於ける事実，

農家労働力使用数量，農業状態は大正七年中に於ける事

実，各戸の経済は概して大正六年十月より大正七年九月

に至る一ヶ年間の事実を調査したるものにして現在に於

て調査なし得る程度の最も正確なる調査なりとす．大正

八年七月 島根県農会」とある．それ以降，一連の同事

業の調査報告書が計９冊作成された＊１２．

ところで同報告書は「部落調査書」（１～４４頁）と「各

戸調査書」（４５～２７５頁）の２部から構成されていた．前

者は，第一，自然状態，第二，経済状態，第三，戸口数

及労働状態，第四，土地，第五，資産及負債，第六，農

業状況，第七，各戸の経済状態，第八，部落に於ける現

行規約及申合実行事項，第九，生活状態，第十，神社宗

教，第十二，衛生状態，第十三，教育状態，第十四，在

郷軍人会及青年団，第十四，教育状態，第十五，部落農

会，第十六，重要農作物，第十七，其の他特殊事項，計

１７項目からなっていた．一方，後者は２４戸の農家につい

て，第一所在，第二職業，第三地位，第四戸主及家族，

第五資産，第六負債，第七労働力使用数量，第八農業経

営の概況，第九経済状態（収入＜生産収入，生産外収

入＞，支出＜生産費，家計費＞）の項目で構成されてい

た．

同史料を検討した奥須磨子＊１３は，本調査を担った千石

興太郎を取り上げ，千石が農村の基礎的単位を部落（集

落）と見なし，その担い手として部落農会を重視し，そ

れゆえ島根県農会が本事業の企画・推進機関となり，大

庭村農会と黒田畦部落農会が調査の実施機関となったと

みている．ちなみに千石が愛媛県農会技師時代に余土村

村是を主導した鶴本房五郎（愛媛県農会村是責任者）と

繋がり，その経験から本事業に取り組んでいったのであ

ろうと，奥は推測している．

Ⅴ．おわりに

本稿は，旧稿で検討できなかった島根県の県・郡・町

村農会の「農事調査」（村是）の調査体制と調査の展開過

程について歴史的に解明し，位置付けることを研究課題

とした．以下，まとめておく．

町村是（農事調査）調査の展開（深化）について，全

国的には前田正名→田中慶介→永松茂州，全国農事会―

県農会―郡農会―町村農会，森恒太郎（愛媛県余土村長）

―鶴本房次郎（愛媛県農会）―千石興太郎（愛媛県農会

―島根県農会）の関係が先行研究で確認された．一方，

島根県では島根県農会の指導（調査基準の作成）―町村

農会の実施の調査体制のなかで郡長（能義郡長）の関わ

２８ 島根大学生物資源科学部研究報告 第１２号



りがその作成に大きな役割を示していた．さらに島根県

邑智郡田所村農会は田中梅治の指導のもと２回目の調査

を２０年後に実施し，自前で『田所村農事調査書』を作成

し，「地域を見る目」を磨いていったのである．他方，島

根県農会は，幹事・千石興太郎の指導のもと大庭村と同

村黒田畦部落ならびに同農家の詳細な実態調査（合わせ

て施設事業の計画立案）を行い，一連の『大庭村及び同

村黒田畦部落報告書』を刊行した．

このように島根県における一連の農事調査報告書の展

開（深化）は島根県農会・郡農会・町村農会が自ら村・

地域や農業を見る眼を培っていったのである．

注

＊１ 拙稿「近代島根県における中山間地域の農家・農

村の経済構造－島根県邑智郡３か村『農事調査報

告書』の比較検討」（『島根大学生物資源科学部研

究報告』１１，２００６年）．なお島根県では町村是を

「農事調査報告書」の名称で作成されている．

＊２ 一連の佐々木の研究は，１）「村是調査の論理構造

－福岡県浮羽郡・八女郡殖産調査を中心に－」（『農

村研究』３２，１９７１年），２）「森恒太郎の村是調査思

想－余土村是の担い手たち〔１〕」（『農村研究』

３５，１９７２年），３）「村是運動と地方老農層－余土村

是の担い手たち〔２〕」（『農村研究』３８，１９７４

年），４）「町村是調査運動の社会理論」（『農村研究』

４８，１９７９年），５）「町村是調査運動と農村自治」（『村

落社会研究』１５，１９７９年），６）「町村是調査の様式

と基準」（『農村研究』５０，１９８０年），７）「地方自治

制度確立期における行政村と地主的土地支配－福

岡県浮羽郡町村是調査を事例として－」（『農村研

究』５１，１９８２年），８）「地方改良運動期における行

政村と地主的土地支配－福岡県浮羽郡第二回町村

是調査を事例として－」（『農村研究』５２，１９８１年）

等があり，佐々木豊「研究解題 地方改良運動と

町村是調査」（神谷慶治監修『地方改良運動史資料

集成第６巻』柏書房，８６年所収）に一部所収され

ている．このほかに大橋 博「明治町村是と福岡

県」（『福岡地方史談話会会報』４，１９６７年，大橋

『地方産業の発展と地主制』臨川書店，１９８２年所

収），祖田 修「町村是運動の展開とその系譜：

『興業意見』から町村是運動へ」（『農林業問題研

究』７－１，１９７１年，祖田『地方産業の思想と運動』

ミネルヴァ書房，１９８０年に一部所収），尾高煌之助

・山内太「経済データとしての町村是の性質－新

潟県村是の資料的検討－」（『社会科学研究』４６－

１，１９９４年）等がみられる．

＊３ 「調査の手順」として「町村内の大字・小字・区に

調査員配置，１小字もしくは１区に担当委員の受持

住民各戸毎小票調査，統計（集計）小票，１区全体

集計，大字集計分を農会提出，農会長各大字統計

小票の取り纏め」を挙げている．

＊４ 第２章第３節調査委員 委員の組織（調査委員長

１名，調査主任１名，委員若干名），審査部（統計

・沿革調査実施と編集），編輯部（同左調査の整理

文章），評定部（計画策定），調査委員選任の標準，

調査委員の員数，調査委員の練習．

＊５ 『島根県農会報 臨時増刊 島根県農会第一期沿

革』（１９０４年７月刊）p．２４

＊６ 『島根県農会報』第３８号（１９０６年６月号）p．９

＊７ 日野郡自治協会編『日野郡史』（大正１５年刊，名

著出版１９７２年復刻版後篇）p．２５９１．また，『鳥取県

日野郡是』（『郡是・町村是資料マイクロ版集成

中国 鳥取県１』）は，緒言で「明治四十二年本県

農会は郡内数村の経済調査を企画し其調査を郡農

会の事業とせらるる，・・・其方法等考究中明治

四十三年開設の通常郡会は満場一致を以て村是の

調査を本会の事業となすへきことを以てせられ・

・・・ 一，本調査は主として各村是を基礎とし

且左記の簿籍を参考とせり 森恒太郎著町村是調

査指針・・・大正二年三月 鳥取県日野郡農会」

としている．

＊８ 「同史料」（『郡是・町村是資料マイクロ版集成 中

国 鳥取県１』）から以下，要点を抜き出しておく．

「二，調査方法並順序

明治四十三年二月村長並村農会長合同協議会ヲ開

キ調査ノ方法並順序ヲ協定シ爾後多少ノ変更ヲナ

シ左記ノ如ク定メタリ

一，調査方法

イ，統計調査，ロ，地歴行政沿革調査，ハ，将

来ノ計画

二，調査ノ順序

イ，調査委員ノ設置

一，統計的実地調査委員 青年有為ノ人物若干

名ニ嘱托ス

一，地歴沿革調査委員 文学ノ素養アル人物

若干名ニ嘱托ス

一，計算委員 計算ニ堪能ナル人物若干名ニ嘱
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托ス

一，評定委員 公職ヲ帯フル者・・・

一，編纂委員 文学ノ素養アル人物若干名ニ嘱

托ス

ロ，総会ノ開設

ハ，実地調査委員打合ハセ会 調査委員ハ調査

スヘキ小票ニ付統一ヲ図ル為メ郡農会事務員立

会ノ上一二日間宛打合会ヲ開キタリ

ニ，実地調査

一，調査員ノ受持戸数ハ各村之レヲ異ニシ一定

セスト雖モ五戸乃至二十戸ノ範囲ニ於テ之

レヲ定メタリ，実地調査ヲ終リシ各小票ハ

委員間相互ニ記入事項ノ審査ヲナシ郡農会

職員亦是レカ審査ヲ行ヒ然ル後計算委員ニ

回付ヲナス

ホ，評定委員会開会 以上ノ調査結了スルヤ・・・

ヘ，編輯 評定ヲ終レハ夫々整理修補ヲ加ヘ編

輯ヲナセリ

ト，印刷 二百部ヲ印刷

三，郡農会ノ設備

一，事務員ノ増置

二，用紙ノ配付 様式ノ統一ヲ図ル為メ左ノ

如ク配付ヲナセリ

イ，小票用紙，ロ，小票記入要項，ハ，村是調

査様式，ニ，部落有地調査用紙，ホ，重要物産

増収計画

三，指導 村農会ノ指導ハ左ノ如ク之ヲ区分シ

テ従事セリ

イ，小票記入方法指導，ロ，小票審査，ハ，編

輯，ニ，評定

四，村農会ニ対スル奨励

イ，調査費補助，ロ，印刷費補助（中略）

七，郡是ノ編纂」

＊９ 例えば『鳥取県日野郡阿毘縁村是』（同村農

会，１９１２年）では村農会副会長の整理，村書記２

名・村雇１名の補佐，村農会長の指揮，郡農会の

監督の下，調査委員２１名（副会長他含む）と評定

委員２０名の体制で取り組まれた．

＊１０『島根県能義郡郡勢調査報告書』（島根県能義郡役

所，１９１２年）．なお同報告書は全１６町村の『農事

調査報告書』をもとに作成された．

＊１１ 竹永三男「『粒々辛苦』の時代」（『島根県の歴史』

山川出版社，２００５年）p．３０７

＊１２ 島根県立図書館には第１，２，４，５，９回の報告書が所蔵

されている．

＊１３ 奥須磨子「大正中期農村調査報告書の一事例，島

根県八束郡大庭村」（『明海大学教養論文集』１０，９８

年）．

付記：本研究は２００６年度島根大学法文学部山陰研究プロ

ジェクト「宗門改帳データベースによる出雲・石見地域

の生活様式の比較史研究」（研究代表者：廣島清志教授）

の成果の一部である．
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